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「内部統制システム構築の基本方針」の一部改定に関するお知らせ 
 

当社は、平成 27年４月４日開催の取締役会において、従来の「内部統制システム構築の基本方

針」を一部改定することを決議いたしましたので、改定後の内容を下記のとおりお知らせいたし

ます。 

記 

 

内部統制システム構築の基本方針 

 

（1）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

① 定例の「取締役会」を毎月１回開催し、重要事項の決定ならびに取締役の業務執行状況

の監督等を行う。 

② 平成12年11月に執行役員制度を導入し、｢経営の意思決定及び監督機能」と「業務執行機

能」を分離し、業務執行に関する権限と責任を明確にして部門経営の強化を図り、迅速

な意思決定と業務遂行を実現しており、これを継続する。 

③ 当社の取締役と監査役に加え執行役員及び連結子会社の代表取締役も出席する「役員会」

を毎月開催し、経営トップの経営戦略を取締役会の監督の下、｢役員会」において各部門

の執行役員、グループ各社の代表取締役に示し、浸透を図る。 

④ ｢役員会」の席上、各部門及びグループ各社は、年度計画に基づく業務の進捗状況の報告

と重要事項の報告を行い、グループ全体の迅速な意思決定と業務遂行を実現する。 

 

（2）取締役又は使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

① コンプライアンス全体を統轄する組織として、｢内部統制委員会」を設置する。 

② 同委員会は、関連子会社の取締役を含み、グループ全体でのコンプライアンス意識の向

上と従業員等への浸透を図る。 

③ 独立した内部通報ルートを設け、情報の伝達を容易にするとともに、｢内部統制委員会」

による迅速な対応を可能としている。 

④ 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力等に対しては、警察及び関連機関と

提携し、断固とした姿勢で臨み一切関係を持たない。 

 



 

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

① 代表取締役に直属する部署として監査室を設置しており、全ての部署を年に１回監査す

る定期監査と、テーマ毎に全ての部署を監査する特別監査を実施し、業務状況を調査し、

問題点の把握、改善点の指摘を行う。 

② 社内外で発生する様々な危険に対応するため、危機管理委員会に各子会社の担当責任者

（取締役）を加えた｢日神グループ危機管理委員会｣を設置している。同委員会は、緊急

時に該当する部署の担当者を招集し、｢危機管理対策会議」を開催でき、この会議におい

て対応方針及び統一見解の決定を行う。具体的には、原因究明、コールセンターの設置、

再発防止策の策定、情報開示等を行う。 

 

（4）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

① 取締役の職務の執行に係る以下の情報及び文書の取扱いは、当社社内規程及びそれに関

する各管理マニュアルに従い適切に保存及び管理（廃棄を含む）の運用を実施する。 

  ② 必要に応じて運用状況の検証、各規程等の見直し等を行う。 

     株主総会議事録及びその関連資料 

     取締役会議事録及びその関連資料 

     役員会議事録及びその関連資料 

     取締役の意思決定に関する書類及びその関連書類 

     その他取締役の職務の執行に関する重要な文書 

 

（5）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人及び監

査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

① 監査役からの求めに応じ、必要に応じて業務補助のための従業員を置く。 

② 監査役付きの使用人は、専任でかつ監査役の求める業務知識を有する者とし、監査役の

指示に従いその業務を行う。 

 

（6）監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項 

① 監査役付きの使用人の独立性を確保するため、当該使用人の任命、異動等人事権に係わ

る事項の決定には常勤監査役に事前に同意を得る。 

  ② 監査役付きの使用人の人事考課は常勤監査役が行う。 

 

（7）当社及びグループ会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制及び監査役の

監査が実効的に行われることを確保するための体制 

① 当社及びグループ会社の取締役及び使用人は、監査役会の定めるところに従い、各監査

役の要請に応じて必要な報告及び情報提供を行う。 

② 当社及びグループ会社の取締役及び使用人は、コンプライアンス違反の事実を発見した

ときは、監査役に報告するとともに、｢内部統制委員会」に報告する。 

③ 監査役に報告をした者は、その報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けない

ものとする。 

④ 常勤監査役は、重要な意思決定の過程や業務の遂行状況を把握するため、｢取締役会」の

ほか、｢役員会」など重要な会議に出席するほか、取締役等から営業の報告を聴取し、重

要な決裁書類等を閲覧し、さらに内部監査に同行するなどして、取締役の職務執行に関

し、不正の行為または法令若しくは定款に違反する重要な事実の有無等、業務状況を調

査する。 

⑤ 監査役は、当社の会計監査人から会計監査の内容について説明を受けるとともに、情報

の交換を行うなど連携を図る。 



 

⑥ 監査役からその職務の執行について生ずる費用の前払い又は債務の処理の請求があった

場合には直ちにこれを支払う。 

 

（8）企業集団における業務の適正を確保するための体制 

① ｢取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制」において記載した

とおり、経営トップの経営戦略を取締役会の監督の下、｢役員会」においてグループ各社

の取締役に示し浸透を図る。さらに「役員会」の席上、グループ各社は年度計画に基づ

く業務の進捗状況の報告と重要事項の報告を行い、グループ全体の迅速な意思決定と業

務遂行を実現する。 

② 子会社を含む内部統制関連役員を「内部統制委員会」のメンバーとし、同委員会がグル

ープ全体のコンプライアンスを推進する体制とする。 

③ 当社の監査室において、当社の各部署と同様に、国内全てのグループ会社の監査を年１

回行う。さらに、テーマ毎に行う特別監査も当社監査と同様に行う。 

④ 当社の経理、財務を所管する取締役が、グループ各社の経理、財務の内容を基本的に日々

確認し、業務の適正の確保に努めるものとする。 

 

以  上 


